尼崎市あんしん賃貸支援事業の居住支援に関する協定書の締結に係る基準
本基準は、尼崎市（以下「市」という。）があんしん賃貸支援団体（以下「支援団体」という。）と居住支援に関する協定を行う際に、尼崎市あんしん賃貸支援事業実施要領（以下「要領」という。）で規定する支援団体の要件に加えて、支援団体として活動する者の要件を取りまとめたものである。

第１　団体の属性

　　　支援団体が、次の要件を満たす団体であること。
⑴　公益法人、社会福祉法人、特定非営利活動法人、医療法人、任意団体その他の団体で、市内に住所を有する団体であること。
⑵　宗教活動や政治活動を主たる目的とした団体でないこと。

⑶　特定の公職者（候補者を含む。）または政党を推薦、支持、反対することを目的とした団体でないこと。

⑷　暴力団でないこと。暴力団もしくは暴力団員の統制の下にある団体でないこと。

⑸　公共の福祉に反する活動をする団体でないこと。

　⑹　法令に違反し行政処分を受け、当該処分の日からの経過年数が２年以内の団体でないこと。
第２　団体の活動実績等
支援団体が、次の活動実績等から支援団体としてふさわしいと判断される団体であること。

⑴　要領第２条第２号に規定する事業対象者（以下「事業対象者」という。）に対し、福祉等のサービス（又は事業）を実施した活動実績を有していること。

⑵　事業対象者に対し、福祉等のサービス（又は事業）を市又は兵庫県と協働で実施した活動実績を有していること。

　⑶　事業対象者に対し実施しようとしている要領第６条第１項に規定する支援（以下「支援事業」という。）を実施するために必要な資金的、人的な事業基盤を整備している団体であること。
　⑷　支援団体の規約・定款等に定められた団体の活動目的・主旨と支援事業の間に整合性があること。
第３　協定の依頼者等
　　　協定の依頼者又は支援団体が、次の要件を満たす者又は団体であること。
⑴　成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ない者でないこと。
⑵　兵庫あんしん賃貸支援団体の登録を取り消され、その取り消しの日から起算して１年を経過しない　　者でないこと。　　
⑶　営業に関し成年者と同一の能力を有しない未成年者でその法定代理人が前２号のいずれかに該当する者でないこと。　　

⑷　法人であって、その役員のうちに上記⑴又は⑵のいずれかに該当する者がある団体でないこと。
⑸　兵庫あんしん賃貸支援団体で法人であるものが当該支援団体の登録を取り消された場合において、その取消しの日に当該支援団体の役員等であった者でその取消しの日から１年を経過しない者でないこと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上



































































































